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厚生労働省社会・援護局保護課 

 

 

生活保護世帯におけるエアコン購入費用に関する取扱い等について（周知） 

 

 

生活保護行政の推進につきましては、平素から格段の御配慮を賜り厚く御礼申し上げま

す。 

さて、近年、熱中症による健康被害が数多く報告されており、気温の高い日が続くこれ

からの時期に備え、国民一人一人に対して熱中症予防の普及啓発・注意喚起を行う等、対

策に万全を期すことが重要です。 

 これまでも、累次にわたり、生活保護世帯におけるエアコン購入費用に関する取扱い等

について周知を行ってきておりますが、改めて下記のとおりお示ししますので、御了知の

上、都道府県におかれては管内保護の実施機関に対し周知方お願いいたします。 

併せて、「生活保護世帯に対するエアコン購入に係る生活福祉資金の貸付について」（令

和７年５月 30日付厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室事務連絡）が

別紙のとおり各都道府県民生主管部局宛に発出されていることから、御了知の上、生活保

護世帯におけるエアコン購入に向けた助言指導等について、遺漏なきよう対応願います。 

また、管内保護の実施機関の査察指導員や地区担当員、面接相談員等に対し、本事務連

絡の内容が確実に行き届くよう、御配意をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 生活保護世帯におけるエアコン購入費用に関する取扱いについて 

熱中症を予防するためには適切なエアコン利用が重要であることから、生活保護世帯

におけるエアコン購入については、次の（１）から（３）までの取扱いを踏まえて、遺漏

なきよう対応いただきたい。 

 

（１）生活保護世帯におけるエアコン購入に関する基本的な考え方 

    これまでも示しているとおり（別添１参照。）、生活保護制度においては、エアコ

ンも含め日常生活に必要な生活用品については、保護費のやりくりによって計画的

に購入していただくものである。 

なお、保護費のやり繰りによって購入が困難な場合には、生活福祉資金貸付を活用

して購入していただくことも可能としている。 

 

 



（２）特別な事情がある場合の生活保護世帯におけるエアコン購入費用に関する取扱い 

    「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和 38 年 4 月 1 日社発第 246 号

厚生省社会局長通知）の第７の２（６）のウの規定により、①保護開始時に持ち合

わせがない場合、②災害により喪失し、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）等他

制度からの措置がない場合、③犯罪等により被害を受け、生命身体の安全確保のた

めに新たに転居する場合で持ち合わせがない場合などの特別な事情がある場合に限

り、73,000円の範囲内において、エアコンの購入費用を支給することを可能として

いる。（別添２参照。） 

 

（３）エアコンの購入に向けた必要な助言指導等 

    特別な事情がない生活保護世帯においては、毎月の保護費のやり繰りの中でエア

コンの購入費用（故障時等の対応含む）を賄うこととなるため、福祉事務所におい

ては、日頃のケースワークにおいてエアコンの購入の意向を確認し、必要に応じて、

購入に向けた家計管理に係る助言指導を行うとともに、社会福祉協議会の生活福祉

資金貸付の利用を紹介し貸付により購入できるようにするなど、真に必要な者がエ

アコンを購入できるよう配慮されたい。 

    なお、社会福祉協議会への貸付資金の償還については、生活保護法（昭和 25年法

律第 144 号）第 37 条の２及び生活保護法施行令（昭和 25 年政令第 148 号）第３条

の規定により、生活扶助費の一部として福祉事務所が直接社会福祉協議会へ交付す

る代理納付の取扱いが可能であることから、活用について検討されたい（別添１参

照。）。 

 

２ 生活保護世帯に対する熱中症予防の取組について 

  生活保護世帯に対する熱中症予防の取組として、１に加えて、次の（１）及び（２）

についても、遺漏なきよう対応いただきたい。 

 

（１）必要な家電製品等の使用のための家計管理に係る必要な助言指導 

電気料金等の滞納やそのおそれがある者に対しても、日頃のケースワークにおい

て家計管理に係る必要な助言指導を行うなどにより、必要な家電製品等が使用でき

なくなることがないよう配慮されたい（別添１参照。）。 

 

（２）熱中症の予防法に関する周知等 

厚生労働省では、熱中症予防を広く国民に呼びかけることを目的として、多言語

によるリーフレット等を作成している（別添３及び別添４参照。）。保護の実施機関

においても、必要に応じて、本リーフレット等を活用し、被保護者に対し、こまめ

な水分・塩分の補給、節電に配慮した上で、扇風機やエアコンを適切に利用する等

の熱中症の予防法に関する呼びかけをお願いする。 

特に、高齢者、障害のある方等については、より熱中症に注意いただく必要があ

るため、訪問等によって把握した被保護者の生活状況を踏まえ、本リーフレット等

を活用した周知をお願いする。 
 

＜参考＞厚生労働省ホームページ 熱中症関連情報 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/


 

 

 

○ 令和７年３月 社会・援護局関係主管課長会議資料（抜粋） 

 

12 一時扶助における家具什器費の適切な運用について 

生活保護制度では、日常生活に必要な生活用品については、保護費のやり繰りによって計画的に

購入していただくこととしているが、①保護開始時に持ち合わせがない場合、②災害により喪失

し、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）等他制度からの措置がない場合、③犯罪等により被害

を受け、生命身体の安全確保のために新たに転居する場合で持ち合わせがない場合などの特別な事

情がある場合に限り、一時扶助として家具什器費の支給を認めているところである。 

近年、熱中症における健康被害があることを踏まえ、平成 30 年７月１日からこの家具什器費に

冷房器具を加えたところである。 

なお、特別な事情がない生活保護世帯においては、従来どおり毎月の保護費のやり繰りの中で冷

房器具等の購入費用を賄うこととなるが、日頃のケースワークにおいて、冷房器具や暖房器具等の

購入の意向を、夏季や冬季までの期間を考慮して事前に確認し、必要に応じて、購入に向けた家計

管理の助言指導を行うとともに、社会福祉協議会の生活福祉資金貸付の利用を紹介し貸付により購

入できるようにするなど、真に必要な者が冷房器具や暖房器具等を購入できるようご配慮いただき

たい。 

あわせて、社会福祉協議会への貸付資金の償還については、生活保護法（昭和 25年法律第 144 

号）第 37条の２及び生活保護法施行令（昭和 25年政令第 148号）第３条の規定により、生活扶助

費の一部として福祉事務所が直接社会福祉協議会へ交付する代理納付の取扱いが可能であることか

ら、活用についてご検討いただきたい。 また、電気料金等の滞納やそのおそれがある者に対して

も、日頃のケースワークにおいて家計支援に係る必要な助言指導を行うなどにより、必要な家電製

品等が使用できなくなることがないようご配慮いただきたい。 

こうした考え方や対応について、「生活保護世帯におけるエアコン購入費用に関する取扱い等につ

いて」（令和６年５月 31日付厚生労働省社会・援護局保護課事務連絡）などにおいて繰り返し周知

しているところであり、引き続き適切な対応がなされるようお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添１ 



 

 

○ 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和 38 年 4 月 1 日社発第 246 号厚生

省社会局長通知）（抜粋） 

 

第７ 最低生活費の認定 

２ 一般生活費 

（６） 家具什器費 

ウ 冷房器具 

被保護世帯がアの（ア）から（オ）までのいずれかに該当し、当該被保護世帯に属する

被保護者に熱中症予防が特に必要とされる者がいる場合であって、それ以降、初めて到来

する熱中症予防が必要となる時期を迎えるに当たり、最低生活に直接必要な冷房器具の持

ち合わせがなく、真にやむを得ないと実施機関が認めたときは、冷房器具の購入に要する

費用について、73,000円の範囲内において、特別基準の設定があったものとして必要な額

を認定して差し支えないこと。 

 

<参考：ア 炊事用具、食器等の家具什器の（ア）から（オ）> 

（ア） 保護開始時において、最低生活に直接必要な家具什器の持合せがないとき。 

（イ） 単身の被保護世帯であり、当該単身者が長期入院・入所後に退院・退所し、新たに

単身で居住を始める場合において、最低生活に直接必要な家具什器の持合せがない

とき。 

（ウ） 災害にあい、災害救助法第 4 条の救助が行われない場合において、当該地方公共

団体等の救護をもってしては、災害により失った最低生活に直接必要な家具什器を

まかなうことができないとき。 

（エ） 転居の場合であって、新旧住居の設備の相異により、現に所有している最低生活

に直接必要な家具什器を使用することができず、最低生活に直接必要な家具什器を

補填しなければならない事情が認められるとき。 

（オ） 犯罪等により被害を受け、又は同一世帯に属する者から暴力を受け、生命及び身

体の安全の確保を図るために新たに借家等に転居する場合において、最低生活に直

接必要な家具什器の持合せがないとき。 
  

別添２ 



 

  

別添３ 



 

  



  別添４ 
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